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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林整備公社助成

事業費
483,228 456,883 491,799 109,970 381,829

１ 目的

森林資源の造成と公益的機能の確保及び山村経済の振興に資するため、一般社団法人高知県森林整備公社

が行う森林整備事業等に対して助成する。

２ 内容

(1) 森林整備公社助成事業費（ 307,230千円 (一)307,230千円 ）

① 森林整備法人全国協議会負担金（ 10千円 (一)10千円 ）

公社事業の円滑な推進を図るため、森林整備法人全国協議会に県負担金を拠出する。

② 森林整備公社利子助成補助金（ 86,907千円 (一)86,907千円 ）

公社の金融機関からの借入金に係る支払利息に対し、財政上の支援を行う。

③ 森林整備公社経営改善事業費補助金（ 5,658千円 (一)5,658千円 ）

公社が第12期経営計画に基づき行う経営改善のために必要な経費を助成する。

④ 森林整備公社貸付金（ 213,985千円 (一)213,985千円 ）

公社の経営基盤の強化を図るため、公社の運営に要する経費に対し必要な資金を予算の範囲内で貸

付する。

⑤ その他事務費（ 670千円 (一)670千円 ）

(2) 森林整備公社造林事業費（ 184,569千円 (国)109,970千円 (一)74,599千円 ）

① 森林整備公社造林事業実施確認業務委託（ 2,569千円 (国)770千円 (一)1,799千円 ）

検査内規に適合し実施されている旨を確認するため、県が指示する実施個所の確認及び作業道にお

ける査定設計書の作成を委託する。

② 森林整備公社造林事業費補助金（ 182,000千円 (国)109,200千円 (一)72,800千円 ）

森林の適正な整備を行うために、公社等が行う森林整備事業に対し補助を行う。

３ 令和５年度に実施した主な事業

(1) 造林事業

間伐 158.11ha

作業道 25,731m

（参考） 公社営林等の現況

団地数 契約面積 造林面積

公社営林 848 13,776ha 12,536ha

教育の森 106 1,328ha 1,250ha

森林整備

センター造林 125 4,456ha 4,189ha

計 1,079 19,572ha 17,975ha

(※令和５年４月１日現在)
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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林組合育成強化

事業費
1,357 1,357 1,251 48 1,203

１ 目的

森林組合及び生産森林組合の組織体制、財務管理、事業執行等の一斉調査を行い指導育成上の基礎資料とす

る。

２ 内容

(１)森林組合一斉調査委託 ( 716千円 (一)716千円 )

① 森林組合 98千円

森林組合を対象とした一斉調査を委託する。

委 託 先：高知県森林組合連合会

調査内容：組織体制、財務状況、事業実施状況

② 生産森林組合 618千円

生産森林組合を対象とした一斉調査を委託する。

委託先：未定

契約方法：随意契約

調査内容：組織体制、財務状況、事業実施状況

(２) その他事務費 ( 535千円 (国)48千円 (一)487千円 )

３ 令和５年度に実施した主な事業

(１)県下23森林組合及び100生産森林組合について、令和４年度実績を調査した。

-26-



森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林研修センター

研修館管理運営費
9,208 9,208 9,010 9,010

Ⅰ 森林研修センター研修館管理運営費 ( 8,742千円 (一) 8,742千円 )

１ 目的

森林や林業・木材産業等に関する情報の収集及び提供、研修等を行う森林研修センター研修館の業務を

効率的かつ効果的に実施するため、指定管理者に業務を代行させる。

２ 内容

（１）管理運営委託 ( 8,742千円 (一)8,742千円 )

指定管理者：公益財団法人高知県山村林業振興基金

委 託 方 法：随意契約（プロポーザル）

指 定 期 間：令和５年４月１日～令和10年３月31日

３ 令和５年度の利用状況

研修室利用延べ人数 2,539人

フィールド利用延べ人数 1,368人

宿 泊 延 べ 人 数 463人

Ⅱ 旧県立森林センター維持管理費 ( 268千円 (一)268千円 )

１ 目的

旧県立森林センターの維持管理及び景観保全に要する業務を委託する。

２ 内容

（１）維持管理委託 268千円

委託内容：草刈り（年２回）

委 託 先：未定

契約方法：随意契約

３ 令和５年度の実施状況

維持管理委託 草刈り（年２回）
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森づくり推進課 (単位：千円)

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特定財源 一般財源

人づくり推進事業

費
154,950 117,232 122,556 7,732

（入）37,993

（諸） 14
76,817

Ⅰ 森林整備担い手確保育成対策事業費 ( 47,822千円 (入)30,320千円 (一)17,502千円 )

１ 目的

森林整備の担い手の育成や林業就業者の労働条件の向上を図り、林業就業者の定着を進め、林業の振興と

森林の適正な保全管理につなげる。

２ 内容

（１）事業戦略実践支援業務委託 ( 19,250千円 (入) 19,250千円 )

林業事業体の経営力の改善による労働環境等の向上を図るため、事業戦略（経営ビジョン）の実践に

対する支援を委託する。

委 託 先：NBCコンサルタンツ株式会社

契約方法：随意契約

（２）森林整備担い手確保育成対策事業費補助金 ( 8,502千円 (一)8,502千円 )

林業退職金共済制度への加入を促進し、林業就業者の福祉の向上を図るため、林業事業体が支払う林

業退職金共済制度の掛け金に対して助成する。

採択要件：年間就労日数180日以上かつ65才未満の者

補 助 先：高知県森林組合連合会

補 助 率：40歳未満1/3以内、40歳以上1/5以内

高知県森林組合連合会経由で林業事業体に補助する。

（３）特用林産業新規就業者支援事業費補助金 ( 9,000千円 (一)9,000千円 )

特用林産業に新規に携わる者に対し、生産技術を習得するための研修助成金を市町村が支給する場合、

経費の一部を県が補助する。さらに、市町村が研修指導者に支給する謝金に対して、県が補助する。

補 助 先：市町村

補 助 率：研修生１人当たり月額15万円（2/3以内）

研修生指導者に対し、研修生１人指導につき月額５万円（10/10以内）

補 助 条 件：研修期間は２年以内で、月20日以上

計画研修生数：継続１名、新規４名

（４）林業研修支援事業費補助金 ( 7,500千円 (入)7,500千円 )

林業への就業を希望する者又は小規模林業グループを結成し活動を行おうとする者に対し、技術習得

のための研修助成金及び受入事業体の研修指導費を市町村が支給する場合、経費の一部を県が補助する。

補 助 先：市町村

補 助 率：研修生１人当たり月額15万円（1/2以内）
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森づくり推進課 (単位：千円)

研修生指導者に対し、研修生１人指導につき月額５万円（1/2以内）、

研修生（３人一組の小規模林業グループ）１組指導につき月額10万円（1/2以内）

補 助 条 件：研修期間は６ヶ月～１年間で、月20日以上

計画研修生数：（個人型）継続１名、新規３名、（小規模林業グループ型）新規１組

（５）林業労働環境改善事業費補助金( 3,570千円 (入)3,570千円 )

林業職場への就労及び定着に資するため、労働環境の改善に資する取組を行う林業事業体に経費の一

部を補助する。

補 助 先：林業事業体

補 助 率：1/2以内

３ 令和５年度に実施した事業

（１）事業戦略策定等支援業務委託 ３事業体

（２）事業戦略実践支援業務委託 ８事業体

（３）林退共加入促進支援事業 31事業体、319名

（４）特用林産業新規就業者支援事業 ４市町、研修生４名

（５）林業研修支援事業 ２市町、研修生２名

（６）林業労働環境改善事業 ３事業体、５件
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森づくり推進課 (単位：千円)

Ⅱ 林業労働力確保支援センター事業費 ( 42,152千円 (国)5,720千円 (入)6,000千円 (一)30,432千円 )

１ 目的

「林業労働力の確保の促進に関する法律」に基づき設置された、林業労働力確保支援センターの事業に対

して助成し、林業労働力の確保のための支援体制を整備する。

２ 内容

（１）相談窓口事業等委託（ 6,000千円 (入) 6,000千円 ）

新規就業者の確保対策の一環として、就業希望者と林業事業体、それぞれの要望に応じた就業相談や

情報提供を行うため林業労働力確保支援センターに森のしごとコンシェルジュを配置する。

契約内容：森のしごとコンシェルジュの設置

委 託 先：公益財団法人高知県山村林業振興基金（高知県林業労働力確保支援センター）

契約方法：随意契約

（２）労働環境改善計画事前審査業務委託 ( 2,457千円 (一)2,457千円 )

林業事業体等から改善計画の認定申請があった場合に、計画内容の事前審査業務を委託する。

契約内容：改善計画の認定に係る事前審査

委 託 先：公益財団法人高知県山村林業振興基金（高知県林業労働力確保支援センター）

契約方法：随意契約

（３）林業労働力確保支援センター事業費補助金 ( 33,695千円 (国)5,720千円 (一)27,975千円 )

①林業技術者養成研修事業 ( 11,305千円 (国)5,652千円 (一)5,653千円 )

労働安全衛生法に基づき、林業作業に必要となる資格・免許を習得させる。

【令和６年度研修計画一覧表】

コース

区　分
日数 定員 取得できる資格

小型移動式クレーン運転技能講習①
学科

実技
4/24 ～ 4/26 3 10

小型移動式クレーン運転技能講習②
学科

実技
9/25 ～ 9/27 3 10

小型移動式クレーン運転技能講習③
学科

実技
11/18 ～ 11/20 3 10

はい作業主任者技能講習① 学科 5/13 ～ 5/14 2 20

はい作業主任者技能講習② 学科 8/29 ～ 8/30 2 20

はい作業主任者技能講習③ 学科 12/4 ～ 12/5 2 20

玉掛け技能講習①
学科

実技
4/10 ～ 4/12 3 10

玉掛け技能講習②
学科

実技
7/17 ～ 7/19 3 10

玉掛け技能講習③
学科

実技
1/7 ～ 1/9 3 10

フォークリフト運転技能講習①
学科

実技
6/24 ～ 6/28 5 10

フォークリフト運転技能講習②
学科

実技
9/2 ～ 9/6 5 10

地山の掘削及び土止め支保工作業主任者技能講習① 学科 8/27 ～ 8/29 3 15

地山の掘削及び土止め支保工作業主任者技能講習② 学科 10/9 ～ 10/11 3 15

車両系建設機械運転技能講習(整地等)①
学科

実技
6/17 ～ 6/21 5 10

車両系建設機械運転技能講習(整地等)②
学科

実技
10/7 ～ 10/11 5 10

研　修　コ　ー　ス 研修日程

小型移動式ク

レーン運転

技能講習修了証

はい作業主任者

技能講習修了証

玉掛け技能講習

修了証

フォークリフト

運転

技能講習修了証

地山の掘削及び土

止め支保工

作業主任者技能講

習修了証

車両系建設機械

（整地等）

運転技能講習修

了証

林

業

技

術

者

養

成

研

修
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森づくり推進課 (単位：千円)

コース

区　分
日数 定員 取得できる資格

測量設計技術研修
座学

実習
9/30 ～ 10/4 5 15 -

作業路計画技術研修
座学

実習
6/4 ～ 6/5 2 15 -

特殊伐採技術研修①
座学

実習
6/10 ～ 6/11 2 10

特殊伐採技術研修②
座学

実習
10/22 ～ 10/23 2 10

可搬式林業機械研修(チェーンソー・刈払機)
学科

実技
5/28 ～ 5/31 4 20

伐木等の業務に係

る

特別教育修了証

刈払機取扱作業者

安全衛生教育修了

証

高性能林業機械オペレーター技術育成研修
座学

実習
1/16 ～ 1/17 2 15 -

森林作業道作設オペレーター（初級）研修
座学

実習
11/5 ～ 11/8 4 5

森林作業道作設オペレーター（中級）研修
座学

実習
12/10 ～ 12/13 4 5

不整地運搬車運転技能講習①
学科

実技
7/25 ～ 7/26 2 10

不整地運搬車運転技能講習②
学科

実技
10/29 ～ 10/30 2 10

不整地運搬車運転技能講習③
学科

実技
1/9 ～ 1/10 2 10

車両系建設機械運転技能講習(解体用)①
学科

実技
1 10

車両系建設機械運転技能講習(解体用)②
学科

実技
1 10

車両系建設機械運転技能講習(解体用)③
学科

実技
1 10

高所作業車運転技能講習①
学科

実技
5/22 ～ 5/24 3 10

高所作業車運転技能講習②
学科

実技
10/28 ～ 10/30 3 10

高所作業車運転技能講習③
学科

実技
1/21 ～ 1/23 3 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

学科 1 10

実技 1 10

ロープ高所作業特別教育①
学科

実技
1 10

ロープ高所作業特別教育②
学科

実技
1 10

ロープ高所作業特別教育③
学科

実技
1 10

研　修　コ　ー　ス 研修日程

7/23

9/20

10/31

4/8

4/9

7/2

7/3

10/3

10/4

4/18

4/19

7/16

7/17

10/24

10/25

4/22

4/23

7/11

7/12

10/21

10/22

10/30

10/31

4/12

9/17

11/29

-

-

不整地運搬車運

転

技能講習修了証

車両系建設機械

（解体用）

運転技能講習修了

証

高所作業車運転

技能講習修了証

走行集材機械運転業務特別教育①

走行集材機械運

転業務

特別教育修了証

走行集材機械運転業務特別教育②

走行集材機械運転業務特別教育③

伐木等機械運転業務特別教育①

伐木等機械運転

業務

特別教育修了証

伐木等機械運転業務特別教育②

伐木等機械運転業務特別教育③

簡易架線集材装置等運転業務特別教育①

簡易架線集材装置

等運転業務

特別教育修了証

簡易架線集材装置等運転業務特別教育②

簡易架線集材装置等運転業務特別教育③

機械集材装置運転業務特別教育

機械集材装置運

転業務

特別教育修了証

ロープ高所作業

特別教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

修了証

林

業

技

術

者

養

成

研

修
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森づくり推進課 (単位：千円)

②山の担い手育成・確保促進事業 ( 3,013千円 (国)68千円 (一)2,945千円 )

林業労働力の確保の促進を図るため、林業労働力育成協議会の開催や林業事業体からの雇用情報の収

集を行い就業希望者と林業事業体、それぞれの要望に応じた就業相談や情報提供、講習等を行う。また、

高校生等を対象とした本格的な林業体験研修を開催し、林業に対する理解を深め就業の促進につなげる。

ア 林業労働力育成協議会の開催（メンバー：森林組合、素生協、活性化センター等）

イ 全国協議会への出席

ウ 高校生等技術研修（車両系建設機械運転技能講習、可搬式林業機械研修）

エ 高校生等林業職場体験教室開催（林業事業体の見学及び体験）

オ 林業事業体の相談・情報収集

カ UIターン者向け相談会等への参加

キ 四国四県エリアガイダンスの開催（香川県）

③フォレストスクール等受入強化事業 ( 19,377千円 (一)19,377千円 )

林業の担い手を確保するため、本県の林業の魅力の紹介や体験ツアーを通して、林業に対する理解

と関心を深めてもらうとともに、林業への就業を目指す方の希望に沿ったきめ細やかな支援を行う。

ア フォレストスクールの開催

イ 林業体験ツアーの開催

ウ 林業就業希望者の視察対応

エ 林業就業支援アドバイザーの配置

補助先：公益財団法人高知県山村林業振興基金（高知県林業労働力確保支援センター）

補助率：10/10以内

３ 令和５年度に実施した事業

(１) 森のしごとコンシェルジュによる新規就業相談や情報提供等 247件（相談者実人数126名）

(２) 労働環境改善計画事前審査 14件（うち新規０件）

(３)① 林業技術者養成研修の実施 44回、327名

(３)②ア 林業労働力育成協議会の開催 １回、令和５年８月

(３)②ウ 高校生等技術研修の実施 ５回、39名

(３)②オ 林業事業体の指導・相談・情報収集等 延べ268件

(３)②カ UIターン者説明会への参加 参加回数２回、相談者数９名

(３)②オ 高等学校への林業PR・情報提供等 29校

(３)②キ 四国四県エリアガイダンス（香川県）の開催 １回、相談者数４名

(３)③ア フォレストスクールの開催 東京・大阪・高知・オンライン 各２回

参加者実人数39名

(３)③イ 林業体験ツアーの開催 開催回数２回、参加者数９名

(３)③ウ 林業就業希望者の視察対応 ２件（参加者実人数２名）

(３)③エ 林業就業支援アドバイザーによる就業に向けた準備から職場定着までの一連のサポートを実施
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森づくり推進課 (単位：千円)

Ⅲ 林業就労環境改善事業費 ( 15,585千円 (国)2,012千円 (一)13,573千円 )

１ 目的

林業就業者の確保を図るため、労働災害防止のための安全対策を総合的に実施する。

２ 内容

（１）林業労働安全衛生対策事業費補助金 ( 15,585千円 (国)2,012千円 (一)13,573千円 )

補助先：林材業労働災害防止協会高知県支部

①林業労働安全衛生対策事業

一人親方等への振動病一次及び二次健診受診促進事業の実施等に対して補助する。

補助率：1/2以内、定額（事務費）

②安全装備等導入促進事業

林業における職場の労働環境を改善するため、林業事業体が雇用者の労働安全確保等のために

実施する対策について補助する。

補助率：1/2以内

林材業労働災害防止協会高知県支部経由で安全防具の購入や蜂刺され対策、熱中症対策、

可搬式林業機械電動化及び救急用品（AED)について、林業事業体に補助する。

③架線作業主任者研修事業

労働安全衛生法に基づく林業架線主任者研修に対して補助する。

補助率：定額

④伐木安全作業技術研修事業

林業従事者に対する間伐作業を含めた伐木作業を安全に進めるための研修会に対して補助する。

補助率：定額

⑤労働安全衛生マネジメントシステム普及啓発支援事業

労働安全衛生マネジメントシステムの普及・啓発説明会の開催及び林業事業体の安全衛生計画の

作成支援に対して補助する。

補助率：定額

３ 令和５年度に実施した事業

① 林業労働安全衛生対策事業

一次健診 ８会場（100人受診）、二次健診 １会場（11人受診）

② 林業労働環境改善事業

安全防具 38事業体（801個）

蜂さされ対策 31事業体（755個）

熱中症対策 20事業体（139個）

可搬式林業機械電動化 ３事業体（７台）

救急用品整備 １事業体（２台）

福利厚生施設導入 ２事業体（３施設）

③ 架線作業主任者研修 ６人

④ 伐木安全作業技術研修 ２回実施（研修参加者59人）

⑤ 労働安全衛生マネジメント普及啓発支援 普及・啓発説明会 ２回（13事業体）

安全衛生計画の作成支援 25事業体
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森づくり推進課 (単位：千円)

Ⅳ 小規模林業推進事業費 ( 10,554千円 (一)10,554千円 )

１ 目的

林業活動の情報交換や知識・技術を修得できる高知県小規模林業推進協議会を開催し、小規模林業の推進

を図るとともに、林業の担い手の裾野拡大に取り組む。

２ 内容

（１）インターネットホームページ運用保守等委託料 ( 1,773千円 (一)1,773千円 )

委託内容：高知県小規模林業推進協議会ホームページの運用保守等を委託する。

委 託 先：株式会社シティネット

契約方法：随意契約

（２）小規模林業アドバイザー派遣等事業費補助金 ( 2,935千円 (一)2,935千円 )

補助先：林材業労働災害防止協会高知県支部

補助対象者：小規模林業推進協議会の会員で小規模林業を実践する者

①アドバイザー派遣事業

小規模林業実践者の要請に応じ、現場指導ができる林業実践アドバイザーを派遣する。

補助率：定額（アドバイザー報償費の上限２万４千円/日、同旅費の上限７千３百円、

同宿泊費の上限９千円、最大３日間、１回／年限り）

②先進地現地研修支援事業

小規模林業実践者の要請に応じ、実践指導者を訪問し技術習得することに対して助成する。

補助率：定額（アドバイザー報償費の上限２万４千円/日、最大３日間、１回／年限り）

③実践現場安全点検パトロール事業

小規模林業の実践現場を安全指導員が巡回し、労働安全衛生に関するアドバイスを行う。

補助率：定額（安全指導員報償費の上限１万７千円/日）

④安全装備導入促進事業（新規参入支援）

小規模林業を実践する者が支払う安全装備の購入費用に対して助成する。

補助率：1/2以内（安全装備等購入費の上限４万円/人）

⑤安全装備導入促進事業（継続活動支援）

小規模林業を実践する者が支払う安全装備の購入費用に対して助成する。

補助率：1/2以内（安全装備等購入費の上限４万円/人）

⑥傷害総合保険加入促進事業

小規模林業実践者の傷害総合保険加入に要する掛け金に対して助成する。

補助率：1/2以内（掛金の上限２万７千円/人）

⑦蜂刺され対策促進事業

エピネフリン注射液（自動注射器）導入等蜂刺され対策に要する経費に対して助成する。

補助率：1/2以内（自動注射器購入費の上限１万円/人）

⑧附帯事務費

補助率：定額

（３）小規模林業総合支援事業費補助金 ( 5,846千円 (一)5,846千円 )

補 助 先：市町村

事業実施主体：市町村、ＮＰＯ、集落活動センター等

①小規模林業者育成支援事業
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森づくり推進課 (単位：千円)

小規模林業者を育成・支援するためのＯＪＴ研修への実践的な技術研修の開催に要する経費を市

町村が支援する場合、経費の一部を県が助成する。

補 助 率：1/2以内（上限800千円/１市町村）

②林地集約化支援事業

新たに小規模林業を実践する者やＮＰＯ、集落活動センター等に対して、林地の集約化に要する

経費を市町村が支援する場合、経費の一部を助成する。

ア 森林情報整備事業

森林経営計画を策定していない５ﾍｸﾀｰﾙ以上30ﾍｸﾀｰﾙ未満の森林の集約化に必要となる、森林情

報の収集や整備に要する経費の一部を助成する。

補 助 率：1/2以内（上限745千円/１市町村）

イ 施業集約化促進事業

森林経営計画を策定していない５ﾍｸﾀｰﾙ以上30ﾍｸﾀｰﾙ未満の森林の集約化に必要となる、現地調

査、森林所有者との合意形成、森林活用計画の作成に要する経費の一部を助成する。

補 助 率：1/2以内（上限23千円/ha）

③林業体験ツアー開催支援事業

小規模林業による中山間地域での定住に興味を持つ方を対象に、小規模林業実践者を訪問し、

現場作業等を実体験するツアーの実施に要する経費を市町村が支援する場合、経費の一部を県が助

成する。

補 助 率：1/2以内（上限500千円/１市町村）

３ 令和５年度に実施した事業

(1) ホームページの更新 ４回

(2)① アドバイザー派遣 32日

(2)② 先進地現地研修 19日

(2)③ 実践現場安全点検パトロール ６日

(2)④ 安全装備導入 ０人

(2)⑤ 傷害総合保険加入 ３人

(2)⑥ 蜂刺され対策 ０人

(3) 小規模林業総合支援事業 ７市町村

協議会の開催 １回

協議会会員数 567名

Ⅴ 事務費 ( 6,443千円 (諸)14千円 (入)1,673千円 (一)4,756千円 )

-35-



林業大学校（森づくり推進課） （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林業大学校運営費 61,569 59,658 63,284
（財） 141

（諸） 143
63,000

１ 目的

林業、木材産業等の振興を図るため、林業、木材産業等への就業並びに森林及び林業等に関する知識及び

技術の習得を希望する者に対し研修教育を行う林業大学校を運営する。

２ 内容

（１）広報等委託（ 13,276千円 (一)13,276千円 ）

研修生募集パンフレット、募集要項の制作及び発送、広告の掲載等を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：随意契約（プロポーザル方式）

（２）その他（ 50,008千円 (財)141千円 (諸)143千円 (一)49,724千円 ）

清掃等委託 3,757千円

職員研修等負担金 204千円

事務費 46,047千円

３ 令和５年度に実施した主な事業

研修生募集パンフレット発送

広告の掲載：雑誌掲載３回、高知新聞掲載２回、テレビCM（民放３社10回）、FMラジオCM２回、バナ

ー広告・キーワード広告・SNS広告４回、建築専門webサイト広告３回
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林業大学校（森づくり推進課） （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

林業大学校研修

事業費
213,862 191,412 211,603 56,169

（使） 7,239

（入） 647
147,548

Ⅰ 短期課程研修事業費 （ 37,458千円 (国)304千円 (使)183千円 (入)647千円 (一)36,324千円 ）

１ 目的

林業、木材産業等の活動を実践している者の知識及び技術の向上を図るため、幅広いテーマの研修教育(期

間：１日～１ヵ月程度)を行う。

２ 内容

（１）林業大学校（短期課程）研修等委託（ 36,131千円 (国)304千円 (使)183千円 (入)647千円 (一)34,997千円 ）

委託内容：短期課程の研修業務を委託する。

委 託 先：公益財団法人高知県山村林業振興基金

契約方法：随意契約

（２）その他事務費（ 1,327千円 (一)1,327千円 ）

Ⅱ 基礎課程研修事業費 （ 33,198千円 (使)2,397千円 (一)30,801千円 ）

１ 目的

林業の新たな担い手を確保するために、林業に携わる上で必要な基礎的な知識及び技術を身につけた即戦

力となる人材を養成する研修(期間：１年間(11ヵ月))を行う。

２ 内容

（１）林業大学校（基礎課程）研修等委託（ 18,890千円 (使)2,397千円 (一)16,493千円 ）

委託内容：基礎課程の研修のうち資格取得講習等の業務を委託する。

委 託 先：公益財団法人高知県山村林業振興基金

契約方法：随意契約

（２）その他（ 14,308千円 (一)14,308千円 ）

研修等負担金 334千円

事務費 13,974千円

Ⅲ 専攻課程研修事業費 （ 46,489千円 (使)2,996千円 (一)43,493千円 ）

１ 目的

本県の林業・木材産業の中核を担う人材を確保するために、森林管理・林業技術・木造設計の３つのコー

スで、高度で専門的な能力を持つ人材を養成する研修(期間：１年間(11ヵ月))を行う。

２ 内容

（１）林業大学校（専攻課程）研修等委託（ 10,598千円 (使)2,996千円 (一)7,602千円 ）

委託内容：専攻課程の研修のうち資格取得講習等の業務を委託する。

委 託 先：公益財団法人高知県山村林業振興基金

契約方法：随意契約

（２）研修運営支援委託（ 660千円 (一)660千円 ）

委託内容：木造設計コースの研修運営の支援を委託する。

委 託 先：特定非営利活動法人 team Timberize

契約方法：随意契約
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林業大学校（森づくり推進課） （単位：千円）

（３）その他（ 35,231千円 (一)35,231千円 ）

研修等負担金 296千円

事務費 34,935千円

Ⅳ 実習環境整備事業費 （ 5,358千円 (使)1,663千円 (一)3,695千円 ）

１ 目的

森林及び林業等に関する知識及び技術を習得する優れた人材を育成するために必要な実習環境を整備す

る。

２ 内容

（１）事務費 （ 5,358千円 (使)1,663千円 (一)3,695千円 ）

Ⅴ 就業準備給付事業費 （ 89,100千円 (国)33,235千円 (一)55,865千円 ）

１ 目的

林業・木材産業の拡充を図る上で要めとなる担い手を確保するために、林業、木造建築関連分野への就業

または知識・技術の向上を目指す研修生が安心して研修に専念できるよう給付金を支給する。

２ 内容

（１）緑の青年就業準備給付事業費補助金

補助内容：研修生が安心して研修に専念できるよう給付金を支給する。

補 助 先：研修生

補 助 率：定額（月15万円/人を上限に、１人当たり年間165万円以内）

補助条件：研修期間おおむね１年かつ年間1,200時間以上

林業または木造建築関連分野への就業予定時の年齢が原則65歳未満

給付期間の1.5倍又は２年間のいずれか長い期間の就業の継続

３ 令和５年度に実施した主な事業

短期課程受講生：延べ 2,052 名

基礎課程卒業生：21 名

専攻課程卒業生：20 名（森林管理コース６名、林業技術コース７名、木造設計コース７名）
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林業大学校の入校生・卒業生の状況

① 基礎課程 （単位：人）

うち県外 森林組合 林業会社 その他 進学
H27 20 18 6 14 9 5
H28 20 20 6 19 8 6 5
H29 20 20 4 20 6 6 8
H30 20 22 3 22 5 7 10
R元 20 23 7 23 1 2 20
R2 20 19 4 19 3 4 12
R3 20 23 9 23 3 5 15
R4 20 18 8 18 2 2 14
R5 20 23 7 21 3 2 16
計 180 186 54 179 40 39 5 95

② 専攻課程（森林管理コース） （単位：人）

うち県外 森林組合 林業会社 その他
H30 10 5 1 5 1 3 1
R元 10 4 4 2 2
R2 10 11 11 5 5 1
R3 10 5 5 2 3
R4 10 9 9 4 5
R5 10 7 6 2 4
計 60 41 1 40 16 22 2

③ 専攻課程（林業技術コース） （単位：人）

うち県外 森林組合 林業会社 その他
H30 10 6 6 3 2 1
R元 10 6 6 1 4 1
R2 10 9 9 5 4
R3 10 8 8 6 2
R4 10 7 7 6 1
R5 10 7 7 1 6
計 60 43 43 22 19 2

④ 専攻課程（木造設計コース） （単位：人）

うち県外 設計事務所 工務店 その他
H30 10 7 4 7 5 2
R元 10 3 2 3 3
R2 10 6 3 5 3 1 1
R3 10 8 4 7 3 4
R4 10 5 5 4 2 2
R5 10 8 8 7 5 2
計 60 37 26 33 18 12 3

⑤ 合計 （単位：人）

うち県外 森林組合 林業会社 設計事務所 工務店 その他 進学
H27 20 18 6 14 9 5
H28 20 20 6 19 8 6 5
H29 20 20 4 20 6 6 8
H30 50 40 8 40 9 12 5 4 10
R元 50 36 9 36 4 8 3 1 20
R2 50 45 7 44 13 13 3 1 2 12
R3 50 44 13 43 11 10 3 4 15
R4 50 39 13 38 12 8 2 2 14
R5 50 45 15 41 6 12 5 2 16
計 360 307 81 295 78 80 18 12 12 95

※ 基礎課程から専攻課程に進学しているため、延べ人数でカウント。
※ 県外から基礎課程に入校して専攻課程に進学した場合は、県内在住者としてカウント。

林業大学校の入校生・卒業生の状況

就職先

就職先

就職先

就職先

就職先

年度 定員 入校生 卒業生

年度 定員 入校生 卒業生

年度 定員 入校生 卒業生

年度 定員 入校生 卒業生

年度 定員 入校生 卒業生

　平成27年４月に基礎課程と短期課程による「高知県立林業学校」を先行開設し、平成30年４月に専攻課程を加え
「高知県立林業大学校」として本格開校。初代校長に建築家の隈研吾氏が就任。
　基礎課程では、即戦力となる人材の養成、専攻課程（森林管理コース、林業技術コース）では、林業経営の中核を
担う人材や林業技術のエキスパートとなる人材の養成、木造設計コースでは、木造住宅から中大規模木造までの設計
技術などを身につけた木造建築のプロデューサーを養成している。
　これまでに延べ295人が卒業し、県内の林業事業体や設計事務所等へ就職している。
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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林林業活性化

推進費
2,094 2,094 2,113 2,113

１ 目的

林業労働力対策、林業機械の近代化及び林業・木材産業全般の施策の基礎資料とするため、本県における

林業就業者の就労状況や林業機械器具の保有状況並びに素材生産量について、実態調査を行う。

２ 内容

（１）林業労働力等調査委託 ( 1,692千円 (一)1,692千円 )

委託予定先：未定

契 約 方 法：指名競争入札

内 容：林業就業者の就労状況、林業機械器具及び素材生産量に関する調査及び分析業務

（２）林業労働力活用システム保守委託 ( 421千円 (一)421千円 )

委託予定先：株式会社高知電子計算センター

契 約 方 法：随意契約

内 容：林業労働力を継続して育成・確保していくために必要な労働者のデータを整理活用す

るシステムの年間保守及び仕様変更等

３ 令和５年度に実施した主な事業

（１） 林業就業者数1,601人について、令和４年度実績を調査した。
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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林計画事業費 118,511 112,895 107,308 15,515
(入) 73,617

(諸) 28
18,148

Ⅰ 森林計画策定事業費（ 69,914千円 (国)15,515千円 (入)36,223千円 (諸)28千円 (一)18,148千円 )

１ 目的

民有林の適正な管理を目的として、森林法第５条の規定に基づき地域森林計画を策定する。また、市町村

森林整備計画や森林経営計画の策定指導、森林クラウドシステム及び林地台帳の整備を進める。

２ 内容

（１）高知県森林審議会の開催 ( 162千円 (一)162千円 )

森林法第68条の規定に基づき、地域森林計画の樹立及び変更等知事の諮問に対して答申する。

委員数12名

（２）森林計画データ入力委託 （ 1,760千円 (国)880千円 (一)880千円 )

森林情報の精度向上を図るため、森林クラウドに搭載する間伐等施業履歴データの作成を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：一般競争入札

（３）森林クラウド保守管理委託（ 33,440千円 (入)33,440千円 ）

森林クラウドシステムの運用及び保守管理を委託する。

委 託 先：アジア航測株式会社高知営業所

契約方法：随意契約

（４）事務費等 ( 34,552千円 (国)14,635千円 (入)2,783千円 (諸)28千円 (一)17,106千円 )

３ 令和５年度に実施した主な事業

地域森林計画 樹立（嶺北・仁淀地域森林計画） 変更（安芸地域森林計画外３）

市町村森林整備計画 樹立（10市町村） 変更（12市町村）

森林計画データ入力委託 1,911件

Ⅱ 森林情報活用促進事業費 ( 27,621千円 (入)27,621千円 )

１ 目的

航空レーザ計測等によって森林資源や地形情報等の精緻化・高度化を図ることで、森林施業の集約化、効

率化の推進を行う。

２ 内容

（１）森林情報デジタル化推進委託 ( 24,871千円 (入)24,871千円 )

精度の高い地形及び森林資源情報の有効的な利活用により、森林経営管理制度の円滑な運用、事業地

の集約化等を図るため、森林情報のデジタル化と、市町村及び林業事業体等が使用する QGIS やドロー

ン、タブレットシステム、測量機器活用に関するサポート業務を委託する。

委 託 先：アジア航測株式会社高知営業所
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森づくり推進課 （単位：千円）

契約方法：随意契約

（２）森林情報解析委託 ( 2,750千円 (入)2,750千円 )

森林資源量を推定するために重要な役割を果たす地位について、データ解析を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：未定

３ 令和５年度に実施した主な事業

森林情報デジタル化推進委託 デジタル化した地形情報や森林資源情報を用いた実証活動を実施

（４事業体）

Ⅲ スマート林業支援事業費 ( 9,773千円 (入)9,773千円 )

１ 目的

森林の集約化に必要な現地での森林調査や路網計画の策定などに高度化された地形や森林資源の情報を

有効活用し、効率的に実施するスマート林業を推進するため、森林GISシステムやドローン等の導入について

支援する。

２ 内容

（１）スマート林業支援事業費補助金 ( 9,773千円 (入)9,773千円 )

スマート林業を推進するため、QGIS 用パソコンやドローン、タブレットシステム等の導入に対し支援

する。

補 助 先：林業事業体等

補 助 率：1/2 以内（上限：2,000 千円／１事業体）

３ 令和５年度に実施した主な事業

スマート林業支援業務委託 QGIS等に関する研修会の実施（４会場）

専用Webサイトによる操作サポート

委託先：アジア航測株式会社高知営業所

スマート林業支援事業費補助金 QGIS用パソコンやドローン、タブレットシステム等の導入を支援

（18事業体）
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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特定財源 一般財源

森林整備地域活動

支援事業費
30,032 24,078 35,640 12,724 (入) 11,103 11,813

１ 目的

森林経営計画の作成や施業の実施に必要となる森林情報の収集、森林調査、合意形成活動など施業集約化の推進に必要な地

域活動、既存路網の簡易な改良、森林境界の測量等に対する支援を行う。

２ 内容

（１）森林整備地域活動支援推進交付金 （ 31千円 (入)31千円 ）

森林整備地域活動の実施結果の審査、確認等に要する経費について支援する。

交付先：市町村

交付額：定額

（２）森林整備地域活動支援交付金 （ 35,438千円 (国)12,724千円 (入)10,901千円 (一)11,813千円 ）

交付先：市町村

交付対象者：市町村長と締結する協定に基づき地域活動を行う者

① 森林経営計画作成促進

ア 経営委託

森林経営計画が策定されていない森林において、森林所有者との森林経営委託契約に基づき森林経営計画を作成し、

計画期間内に実施する間伐の合意を取り付けるまでに必要な活動に対して支援する。

市町村から交付対象者への交付額：38,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 19,000円/ha (県) 9,500円/ha (市町村) 9,500円/ha以内

［加算］不在村所有者に対する合意形成活動を上記と併せて実施する場合に14,000円/haを上限とする実績額を加算

加算額の内訳：(国)又は(入) 7,000円/ha (県) 3,500円/ha (市町村) 3,500円/ha以内

交付対象経費：森林情報の収集、森林調査、合意形成活動に要する経費

イ 共同計画等

森林経営計画が策定されていない森林において、森林経営計画作成の合意を取り付けるまでに必要な活動に対して支

援する。

市町村から交付対象者への交付額：8,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 4,000円/ha (県) 2,000円/ha (市町村) 2,000円/ha以内

［加算］不在村森林所有者に対する合意形成活動を上記と併せて実施する場合に14,000円/haを上限とする実績額を加算

加算額の内訳：(国)又は(入) 7,000円/ha (県) 3,500円/ha (市町村) 3,500円/ha以内

交付対象経費：森林情報の収集、森林調査、合意形成活動に要する経費

ウ 間伐促進

森林経営計画が策定された森林において、計画を変更し計画期間内に実施する間伐の合意を取り付けるまでに必要な

活動に対して支援する。

市町村から交付対象者への交付額：30,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 15,000円/ha (県) 7,500円/ha (市町村) 7,500円/ha以内

［加算］不在村森林所有者に対する合意形成活動を上記と併せて実施する場合に14,000円/haを上限とする実績額を加算

加算額の内訳：(国)又は(入) 7,000円/ha (県) 3,500円/ha (市町村) 3,500円/ha以内

交付対象経費：森林情報の収集、森林調査、合意形成活動に要する経費
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森づくり推進課 （単位：千円）

② 森林境界の明確化

ア 森林境界の測量

境界が不明な森林において、施業集約化に向けた森林境界の測量に対して支援する。

市町村から交付対象者への交付額：45,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 22,500円/ha (県) 11,250円/ha (市町村) 11,250円/ha以内

［加算］性能の高い機器を用いて森林境界の測量及び基準点等を結合する測量を行った場合に10,000円/haを上限とする

実績額を加算

加算額の内訳：(国)又は(入) 5,000円/ha (県) 2,500円/ha (市町村) 2,500円/ha以内

［加算］リモートセンシングデータを活用した森林境界の測量を実施する場合に17,000円/haを上限とする実績額を加算

加算額の内訳：(国)又は(入) 8,500円/ha (県) 4,250円/ha (市町村) 4,250円/ha以内

［加算］不在村森林所有者の現地立会を上記と併せて実施する場合に13,000円/haを上限とする実績額を加算

加算額の内訳：(国)又は(入) 6,500円/ha (県) 3,250円/ha (市町村) 3,250円/ha以内

交付対象経費：森林境界の測量、不在村森林所有者の現地立会

イ 森林境界案の作成

リモートセンシングデータを活用して作成した境界推測図について、地元精通者（第三者）の確認を得て森林境界案

を作成する。

市町村から交付対象者への交付額：40,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 20,000円/ha (県) 10,000円/ha (市町村) 10,000円/ha以内

交付対象経費：森林境界案の作成、地元精通者（第三者）の確認

③ 森林所有者の探索

所有者が不明な森林について、戸籍、住民票、課税情報等の公的書類を活用して所有者を探索・確認する活動に対して

支援する。

市町村から交付対象者への交付額：5,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 2,500円/ha (県) 1,250円/ha (市町村) 1,250円/ha以内

交付対象経費：所有者の探索・確認に要する経費

④ 森林経営計画作成、森林境界の明確化に向けた条件整備

協定に基づき、「森林経営計画作成促進」や「森林境界の明確化」の対象森林内の作業路網及び対象森林に到達するま

での作業路網の崩壊箇所等を改良し、丈夫で簡易な作業路網への転換を図る改良活動に対して支援する。

市町村から交付対象者への交付額：40,000円/haを上限とする実績額

交付額の内訳：(国)又は(入) 20,000円/ha (県) 10,000円/ha (市町村) 10,000円/ha以内

交付対象経費：路盤補強、土留め等の簡易な改良

（３）事務費 （ 171千円 (入)171千円 ）

３ 令和５年度に実施した主な事業

（１）森林整備地域活動支援推進交付金

１市 47,445円

（２）森林整備地域活動支援交付金

９市町村 19,226,931円

① 森林経営計画作成促進

ア 経営委託 65.22ha

イ 共同計画等 417.01ha

ウ 間伐促進 0.00ha 計 482.23ha

② 森林境界の明確化

ア 森林境界の測量 328.27ha

(うちリモセン加算 241.84ha)

イ 森林境界案の作成 0.00ha

③ 森林所有者の探索 0.00ha

④ 森林経営計画作成、森林境界の明確化に向けた条件整備 41.77ha

-44-



森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

森林経営管理制度

推進事業費
21,495 22,514 24,765

（入）24,655

(諸) 110

１ 目的

森林所有者への意向調査等、市町村が行う森林経営管理制度に係る取り組みを支援する。

２ 内容

（１）広告委託 ( 572千円 (入)572千円 )

新聞広告により制度の概要等を広く周知するための広告業務を委託する。

委 託 先：未定

契約方法：随意契約

（２）健康診断委託（ 75千円 (入)75千円 )

会計年度任用職員の健康診断料

委 託 先：未定

契約方法：随意契約

（３）事務費等 ( 24,118千円 (入)24,008千円 (諸)110千円 )

３ 令和５年度に実施した主な事業

新聞広告：新聞への記事掲載 ２回

-45-



森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特定財源 一般財源

森林整備地域活動

支援基金積立金
9 9 6 （財） 6

１ 目的

国から県に交付される森林整備地域活動支援交付金により、森林所有者等による森林施業の実施に不可欠な地域におけ

る活動を確保するための交付金の交付を円滑に実施するため、基金を積み立てる。

２ 内容

運用益積立金 ( ６千円 (財) ６千円 )

３ 令和５年度積立等実績

令和４年度末基金残高 28,858,042円

基金取崩額 7,015,400円

基金積立金 9,443円

令和５年度末基金残高 21,852,085円
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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

県営林事業特別

会計繰出金
134,268 130,530 138,762 138,762

１ 目的

県営林事業特別会計における事業実施に必要な一般財源を繰り出しする。

【繰出先】

（１）造林費 ( 17,890千円 (一)17,890千円 )

県営林造林事業費

（２）収穫事業費 ( 968千円 (一)968千円 )

立木処分費

（３）事業管理費 ( 119,904千円 (一)119,904千円 )

①地方債元利償還金 104,891千円

②事業管理費 15,013千円
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森づくり推進課 （単位：千円）

事 業 名

令和５年度

当初予算額

令和５年度

最終予算額

令和６年度

当初予算額

左 の 財 源 内 訳

国庫支出金 特 定 財 源 一 般 財 源

県営林事業費

（特別会計）
302,827 238,558 315,714

(財) 149,334

(入) 138,762

(越) 26,791

(諸) 827

１ 目的

森林資源の保続培養と公益的機能を維持する模範的な林業経営の実践および県有財産の形成を通じて山

村経済の振興に資する。

２ 内容

（１）県営林造林事業費 ( 18,890千円 (財)1,000千円 (入)17,890千円 )

県営林事業の円滑化を図るため、立木処分にかかる標準地調査等、業務の一部を森林整備公社に委託

する。

県行造林標準地調査等 対象地：１団地 123.40 ha

（２）立木処分費 (77,616千円 (財)51,592千円 (入)968千円 (諸)312千円 (越)24,744千円 )

分収造林契約の期間満了に伴う立木処分を実施する。

立木販売 317.98ha

（３）事業管理費 ( 219,208千円 (財)96,742千円 (入)119,904千円 (諸)515千円 (越)2,047千円 )

適正な県営林の管理、運営のため必要な調査等の業務を行う。

① 地方債元利償還金 130,134千円

② 県営林整備事業負担金 68,283千円

③ 木材共販所手数料等 13,623千円

④ 事務費等 7,168千円

３ 令和５年度に実施した主な事業

（１）県営林整備事業

Ｒ元年度協定：１事業地、間伐：15.75ha、作業道：Ｌ＝2,881m

Ｒ２年度協定：２事業地、間伐：20.53ha、作業道：Ｌ＝1,320m

Ｒ３年度協定：１事業地、間伐： 8.75ha、作業道：Ｌ＝1,631m

Ｒ４年度協定：１事業地、間伐：10.10ha、作業道：Ｌ＝ 827m

（参考）県営林の状況
県有林 33団地 2,093ha
県行造林 58団地 6,435ha
県有部分林 3団地 81ha
計 94団地 8,609ha

（※令和５年４月１日現在）
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